様式第７号(第９条関係)

　　年　　月　　日

　（職名）　（氏　名）　様
　　申請者　住所　

　　　　　　　　　　　　　　

　氏名　　　　　　　　　　　　　　印

(団体にあっては、名称及び代表者の氏名)

　

○○年度鳥取県建設業新分野進出事業補助金補助事業変更承認申請書
　　　年　　月　　日　　第　　号による交付決定に係る事業について、下記のとおり変更したいので、鳥取県補助金等交付規則第12条第3項の規定により申請します。

記

	補助金等の名称
	○○年度鳥取県建設業新分野進出事業補助金
（進出検討型）

	交付決定額
	　

	変更後の額
	　

	差引
	　

	変更の時期
	　

	変更の理由
	　

	添付書類
	　1　変更後の事業計画書

　2　変更後の収支予算書(に準ずる書類)


様式第７号(第９条関係)

　　年　　月　　日

　（職名）　（氏　名）　様
　　申請者　住所　

　　　　　　　　　　　　　　

　氏名　　　　　　　　　　　　　　印

(団体にあっては、名称及び代表者の氏名)

　

○○年度鳥取県建設業新分野進出事業補助金補助事業変更（中止・廃止）承認申請書
　　　年　　月　　日　　第　　号による交付決定に係る事業について、下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、鳥取県補助金等交付規則第12条第3項の規定により申請します。

記

	補助金等の名称
	○○年度鳥取県建設業新分野進出事業補助金
（進出検討型）

	交付決定額
	　

	変更（中止・廃止）後の額
	　

	差引
	　

	変更（中止・廃止）の時期
	　

	変更（中止・廃止）の理由
	　

	添付書類
	　1　変更（中止・廃止）後の事業計画書

　2　変更（中止・廃止）後の収支予算書(に準ずる書類)


様式第１－１号(第６条関係)
○○年度鳥取県建設業新分野進出事業補助金補助事業（変更）計画書
（進出検討型）

今回の事業計画の概要

	現在の事業

（出資・設立元の事業）
	


	新分野の事業
	

	補　助　事　業　名
（該当事業に○をつける）
	 （　　　）先進的取組視察・研修事業

 （　　　）事前調査・事業計画作成事業

	新分野進出

計画の内容
	

	補助事業の計画
	開始予定：　　　年　　月　　日／完了予定：　　　　年　　月　　日



	事業の将来性・効果

（進出後の収益、資金計画など）
	


（注）直近の事業期間の財務諸表（営業報告書又は事業報告書、貸借対照表、損益計算書等）を添付すること。
様式第２号(第６条、第１０条関係)
○○年度鳥取県建設業新分野進出事業補助金補助事業

　収支予算（変更・決算）書（進出検討型）

１　収入　　　　　　　                                                         　（単位：円）

	
	金　　　　　　額
	資 金 の 調 達 先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	補      助      金   （Ｃ）
	
	

	その他
	
	

	補　助　事　業　総　額(A)
	
	


２　支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	補助事業名（D）
	補助対象経費名（E）
	補助事業に要

する（した）経費
	左記の経費のうち補助対象経費
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	（Ａ）
	（Ｂ）
	


· 備考欄には積算を明記のこと  　　　＊補助対象経費には、消費税控除後の金額を記載のこと
· 補助事業ごとに小計を記入すること　＊補助事業名及び補助対象経費は区分表によること
３　補助金申請金額　（申請書添付時に記入）

	補助金交付申請額（Ｃ）
	円
	（Ｂ）×補助率　又は　補助金限度額

（いずれかのうち低い額を左記に記入）


　　　
＊補助事業と補助対象となる経費は別紙に合わせて記入すること
様式第２号(別紙)（第６条、第１０条関係)
○○年度鳥取県建設業新分野進出事業補助金

補助事業名及び補助対象経費　区分表
１　進出検討型事業（補助率２／３　補助金上限額１００万円）

	補助事業名（Ｄ）
	補助対象経費（Ｅ）

	先進的取組視察・研修事業
	謝金、講師謝金、職員旅費、講師旅費、会議費、会場借上料、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費、受講料

	事前調査・事業計画作成事業
	資料購入費、調査委託費、戦略策定費、職員旅費、印刷製本費


２　事業化実現型事業（補助率２／３　補助金上限額３００万円、ただし新規雇用創出事業は補助率１／２　一人当たり１月５万円、１社当たり２名を限度とする）
	補助事業名（Ｄ）
	補助対象経費（Ｅ）

	商品開発・評価事業
	原材料費、機械装置・備品等の購入経費（取得価格３０万円未満のもの）、建物・構築物整備費、産業財産権等の導入経費、直接人件費、借料又は損料、通信運搬費、消耗品費、外注加工費、謝金、専門家旅費、職員旅費、デザイン料、検査・分析等経費、調査委託費、資料購入費、印刷製本費、減価償却費（新規取得する取得価格３０万円以上の機械装置･備品等について、補助事業実施期間に発生する減価償却費）

	販路開拓事業
	職員旅費、会場借上料、借料又は損料、負担金、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費、通訳料、翻訳料、雑役務費、会場整備費、消耗品費、保険料、広告宣伝費、出展登録料、原材料費

	人材育成事業
	謝金、講師謝金、職員旅費、講師旅費、会場借上料、借料又は損料、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費、受講料、消耗品費

	新規雇用創出事業
	直接人件費（新たに雇用する従業員に限る。）
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